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■ 対象部署　議会事務局、行政委員会事務局、人権・同和対策課
■ 対象事項　令和４年度を中心とする財務などの執行状況
■ 監査期間　令和６年１月 15日～令和６年３月30日

令和５年度定期監査
（後期）の結果

「田川市監査基準」に基づき、リスクを重視した質の高い監査の実施を目指しています。

監査結果を公表します監査委員とは

広報紙では、紙面の都合上、監査結果の概要を掲載しています。
監査結果報告書の全文は、市ホームぺージに掲載しています。

　「監査委員」は、地方自治法により定められた制度です。
　監査委員は、監査基準などに基づき、中立・公正な立場から、
市の事務執行について「法令に適合しているか」「正確であるか」

「最少の経費で最大の効果をあげているか」などの視点で、監査
・検査・審査などを行います。

１ 監査の主な実施内容（着眼点）

区　分 項　目 確認した事実 指摘事項の内容

財産
管理事務 備品の管理 備品シールの貼付がなされていないも

のがあった。
備品には、備品シールを貼付する
ことが原則であり、規定に沿った
取り扱いが必要である。

【議会事務局】
２ 対象部署ごとの主な指摘事項（財務監査に関するもの）

【人権・同和対策課】
種類 調査項目 摘　要

財務監査

⑴ 資金前渡事務
⑵ 契約事務
⑶ 財産管理事務
⑷ 委託料の支出状況
⑸ 負担金、補助金、交付金の支出状況
⑹ 前回指摘事項の是正・改善状況

過去の定期監査における指摘事項などからリス
クを識別し、量的重要性と質的重要性の観点で
リスクを評価し、調査項目を抽出しました。

行政監査

⑴ 第６次田川市総合計画の実施計画事業のう
ち、対象部署の事業の成果指標・活動指標
の現状値または実績、目標値達成に向けた
主な取組内容

⑵ 人材育成について
　 職場人権研修・職場専門研修の実施状況

事務の執行が効果的に行われているか、第６次
田川市総合計画の事業の成果指標・活動指標に
関する取組状況を調査項目として抽出しまし
た。また、職場人権研修・職場専門研修の実施
状況を調査項目としました。

区　分 項　目 確認した事実 指摘事項の内容

契約事務 契約書

１者の見積りとする理由が適切でな
いものがあった。

契約事務規則などの規定に基づき、
見積書を徴する者を１人とする場
合などに該当しなければ、２人以
上の見積書を徴すべきである。

契約書必要記載事項である「履行の
遅滞その他債務の不履行の場合にお
ける遅延利息、違約金その他の損害
金」、「契約不適合責任」、「契約に関
する紛争の解決方法」を記載してい
ないものがあった。

契約書を作成するときには、契約
事務規則に定められた事項の記載
が必要である。

財産
管理事務 備品の管理 備品登録をしているもので、現物が

確認できないものがあった。

管理する備品に廃棄などの異動が
あった場合は、備品異動申請書（電
子情報）により会計管理者に通知

（送信）することが必要である。

【行政委員会事務局】

区　分 項　目 確認した事実 指摘事項の内容

契約事務 契約書

契約書必要記載事項である「履行の遅
滞その他債務の不履行の場合における
遅延利息、違約金その他の損害金」、「契
約不適合責任」を記載していないもの
があった。

契約書を作成するときには、契約事
務規則に定められた事項の記載が必
要である。

契約書必要記載事項である「契約不
適合責任」を記載していないものが
あった。

見積書を請書に代える場合の業者の
記名押印がないものがあった。

見積書を請書に代える場合は、同見
積書に必要事項を記入するとともに、
契約締結業者の記名押印が必要であ
る。

財産
管理事務

行政財産使用許可

行政財産使用許可申請に対する使用
許可の決裁が、使用開始日以降にな
されているものがあった。（申請者か
らの申請は使用開始前に行われてい
る )

行政財産使用許可は、使用開始日以前
に行うことが必要である。

行政財産の目的外使用の許可（更新）
にあたり、決裁権者である部長では
なく課長の決裁がなされていたもの
や、財産活用課長への合議がなされ
ていないものがあった。

田川市事務決裁規程に沿った取り扱
いが必要である。

備品の管理

備品シールの貼付がなされていない
ものがあった。

備品には、備品シールを貼付すること
が原則であり、規定に沿った取り扱い
が必要である。

取得価格が10万円未満の備品におい
て、重要備品として登録されている
ものがあった。

財務規則第39条第２項「１品又は
１組の取得価格が10万円以上のも
のは重要備品とする」との規定に沿
った取り扱いが必要である。

負担金、補助
金、交付金の

支出状況
規則、要綱などに
よる手続

補助金交付団体が事務事業実績報告
書を市長に提出するまでに、事業完
了後４か月が経過しているものがあ
った。

田川市補助金交付規則第９条「事務
事業者は、当該事務事業が完了した
ときは、事務事業実績報告書により、
速やかに市長に報告しなければなら
ない」との規定に沿った取り扱いが
必要である。

補助金申請、事務事業実績報告書を
受け付けるときに、必要な書類の添
付がなされていないにも関わらず、
受け付けしているものがあった。

田川市補助金交付規則に沿った取り
扱いが必要である。

※行政監査については、監査の結果、概ね効果的な事務の執行がなされており、 
　是正・改善が必要なものとして指摘事項に該当するものはありませんでした。
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